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アンケート調査結果 
 

1. 目的 
東京 62 市区町村を対象に、スマートコミュニティに関する認知度や取組状況等を把握するア

ンケートを実施した。これにより、東京 62 市区町村の現況を把握し、研究会などの実施方針に

反映していくことを目的とした。 

 

2. 概要 
 アンケートの概要を表 1 に示す。 

 

表 1 アンケートの概要 

項目 内容 

目的 
東京 62 市区町村のスマートコミュニティに関する認知度や取組状況等を、3 年間分の

アンケート結果と比較しながら把握する。 

実施期間 平成 26 年 6 月 19 日（木） ～ 7 月 4 日（金） 

実施対象 
東京 62 市区町村 

（送付先：「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」主管課窓口） 

実施方法 設問択一（複数回答あり） 

回収率 100％ ：62 自治体 

 

 

2.1 設問内容 

アンケートの設問と回答の選択肢は表 2 に示すとおりである。 

なお、黄色に塗られている設問と選択肢   は、平成 25 年度から新しく質問した内容

である。 
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表 2 設問内容とその選択肢 

設問

番号 
設問 選択肢 

①(1) 地域のエネルギー関連のイン

フラ整備において、スマートコ

ミュニティの導入が各地で検

討・実施されつつあります。 

あなたは、スマートコミュニテ

ィを知っていますか？ 

(a) 言葉を知っている。内容も十分に知っている。 

(b) 言葉を知っている。内容は何となくイメージでき

る。 

(c) 言葉は知っているが、内容は分からない。 

(d) 言葉を聞いたことがない。内容も知らない。 

(e) その他⇒（   ） 

①(2) （1）で a または b を選んだ方の

み回答してください。 

具体的な導入事例を知ってい

ますか？ 

複数回答可 

 

(a) 知っている。導入事例を視察したことがある。 

（具体的な場所：   ） 

(b) 知っている。機会があれば導入事例の視察をした

いと考えている。 

（具体的な場所：   ） 

(c)  知っている。新聞等で見聞したことがある。 

(d) 具体的な事例は知らない。  

(e) その他⇒（   ） 

②(1) 貴自治体では、すでにスマート

コミュニティの導入に向けた

施策を開始していますか？ 

(a) すでにスマートコミュニティの導入に係る施策を開始し

ている。 （具体的な施策名：  

 ） 

(b) スマートコミュニティの導入に係る施策化に向けての検

討を開始している。 

(c) 域内で事業化が検討され、行政として関わっている。 

(d) 取り組む予定はない。  

(e) その他⇒（   ） 

②(2) （1）で a または b を選んだ方のみ

回答してください。 

その取組は、貴自治体の何らか

の計画等に施策として位置づけ

られていますか？ 

検討中も含めて該当する場合

は、可能な範囲で計画名及び策

定年（予定を含む）をご回答下さ

い。 

(a) すでに計画に位置づけている。  

（具体的な計画名：  策 定 年 月 ：

 ） 

(b) 計画への位置づけを予定している。 

（具体的な計画名：  策 定 年 （ 予 定 ） ：

 ） 

(c) 計画への位置づけを検討中である。  

(d) 計画に位置づける予定はない。 

(e) その他⇒（   ） 
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設問

番号 
設問 選択肢 

②(3) （1）で c を選んだ方のみ回答して

下さい。 

その取組は貴自治体の計画等

に施策として位置づけています

か？ 

(a) すでに計画に位置づけている。  

（具体的な計画名：  策定年月： ） 

(b) 計画への位置づけを予定している。 

（具体的な計画名：  策定年（予定）： ） 

(c) 計画への位置づけを検討中である。  

(d) 計画に位置づける予定はない。 

(e) その他⇒（   ） 

③ スマートコミュニティの導入は、エ

ネルギー以外の面においても

様々な効果が期待されます。 

スマートコミュニティの導入に、ど

のような地域の課題解決を望み

ますか？ 

（現時点で導入の見通しが立た

ない場合でも、「希望」としてご回

答下さい） 

複数回答可 

 

(a) 住宅のエネルギー消費の効率化  （「見える化」によ

るエネルギー消費の抑制など） 

(b) オフィスのエネルギー消費の効率化  （複数建

物間でのエネルギー需給の最適化など） 

(c) コミュニティの活性化  （高齢者が手軽に利用できる

簡易移動手段の確保、住宅周辺価値の向上、商店街

の活性化など） 

(d) 観光の活性化  （先進的なスマートコミュニティの取

組みの観光資源化、既存観光資源と再生可能エネル

ギーを組み合わせた観光モデルの開発など） 

(e) 産業の振興  （エネルギー関連製品の製造・販売等

を担う新たな産業分野の創出、再生可能エネルギー事

業の育成（維持管理業者）など） 

(f) 農林水産業の活性化  （クリーンなエネルギーを活用

した農産品の高付加価値化など） 

(g) 医療サービスの高効率化  （情報ネットワークを活用

した効率的な医療サービスの実現など） 

(h) エリアにおけるエネルギーの自立化  （再生可能エ

ネルギー等地域資源を活用したエネルギーの自立化

など） 

(i) 庁舎、病院、学校等における防災対策  （大規模災

害時等におけるエネルギーの自立化など）  

(j) その他⇒（   ） 

④ スマートコミュニティの導入に取り

組むにあたり、貴自治体の「障

壁」となる事項はありますか？ 

複数回答可 

(a) 知識・経験の不足 

(b) 人材の不足 

(c) 予算の不足 

(d) 庁内調整（部署間連携） 
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設問

番号 
設問 選択肢 

 (e) 事業地の確保 

(f) 特に障壁は見当たらない  

(g) その他⇒（   ） 

⑤ 本事業（再生可能エネルギーと

スマートコミュニティ研究）に期待

することは何ですか？ 

複数回答可 

 

(a) 事例情報の提供 

(b) 製品情報の提供 

(c) 国、都、他自治体などの動向情報の提供 

(d) 電話、メール等による相談受付 

(e) 導入のためのガイドラインの提供 

(f) 他自治体の動向や意見等の情報提供 

(g) 補助金制度の情報提供 

(h) 当該自治体の再生可能エネルギー既存量 

(i) その他⇒（   ） 

 

 

 

 

2.2 属性別の結果分析 

主な属性として、｢年度別｣、｢地域別｣の 2 つの視点から結果を整理した。その結果は、表 3

以下に示すとおりである。 
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表 3 設問①(1)に対する属性別のアンケート結果 

東京 62 市区町村 

 

特別区 

 

多摩地域 
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島しょ地域 

 

【考察】 

・経年ごとにスマートコミュニティが周知されてきているのがわかる。 

・平成 26 年度には、言葉も内容も十分周知しているの自治体が 16 自治体まで増加し、全ての自治

体が「言葉を知っている」といった回答になった。 

・特別区において、スマートコミュニティの言葉と内容はイメージできる程度に浸透している。 

・多摩地域及び島しょ地域において、スマートコミュニティの言葉は浸透している。 
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表 4 設問①(2)に対する属性別のアンケート結果 

東京 62 市区町村 

 

 

【視察したことがある地域（回答に記載された名称）】 

・横浜市                     ・北九州市                 ・柏市 

・北九州市東田地区             ・磯子スマートハウス           ・東京ガスの Ei-WALK 千住見学サイト 

・深沢環境共生住宅             ・柏の葉キャンパスシティ        ・けいはんな 

・横浜磯子                   ・川崎市                    

【視察したいと考えている地域（回答に記載された名称）】 

・北九州市                   ・東京スカイツリー             ・柏の葉 

・横浜市                    ・柏市                     ・川崎市 

・けいはんな  

【考察】 

・「視察したことがある」自治体が経年で増えている。 

・視察地域としては、北九州市や横浜市、柏市の事例に加えて今年度はけいはんなや川崎市も回

答されていた。 
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表 5 設問②(1)に対する年度別のアンケート結果 

東京 62 市区町村 

 

【開始している主な施策と事業（回答に記載された名称）】 

・千代田区におけるエネルギーの面的活用（千代田区） 

・世田谷区環境配慮型住宅リノベーション補助事業 

・三浦太陽光発電事業 

・区営住宅・公共施設の屋根貸し事業 （以上、世田谷区） 

・デマンドレスポンス、省エネルギー機器導入補助金制度（板橋区） 

・PPS の導入 

・デマンド監視装置の活用（練馬区） 

・家庭の電力使用量見える化実証試験（足立区） 

・エコタウン開発奨励制度（三鷹市） 

・家庭や事業所における省エネルギーの促進 

・市の施設における省エネルギーの推進（狛江市） 

・環境とみどりの基本計画に基づく施策（羽村市） 

 

【その他の回答例】 

・「低炭素型まちづくり」を計画に位置づけ、推進している。 

・情報収集を行っている段階 

・具体的な施策はまだ考えていないが、導入事例や近隣自治体の動向などを踏まえ、今後検討をしていきたい 

・今年度再エネ F/S を実施予定、F/S 後は当然スマートコミュニティの話になっていくと思われる。 

・NPO が主体となり再生可能エネルギーの調査を行っている。 

 

【考察】 

・施策やその検討を開始している自治体が経年で増加している。 

・その他の回答においても、導入に向けた積極的な姿勢がうかがえた。 
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表 6 設問②(2)に対する年度別のアンケート結果 

東京 62 市区町村 

 

【すでに位置づけられている計画（回答に記載された名称）】 

・千代田区地球温暖化対策地域推進計画、千代田区環境モデル都市第２期行動計画 （千代田区） 

・田町駅東口北地区公共公益施設低炭素化計画、港区地球温暖化対策地域推進計画 （港区） 

・第二次品川区環境計画（品川区） 

・大田区環境基本計画（大田区） 

・世田谷区地球温暖化対策地域推進計画アクションプラン（世田谷区） 

・杉並区地域エネルギービジョン（杉並区） 

・豊島区環境基本計画（豊島区） 

・いたばし未来創造プラン、板橋区地球温暖化対策実行計画 （板橋区） 

・足立区環境基本計画改定版（足立区） 

・葛飾区地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（葛飾区） 

・三鷹市第４次基本計画 （三鷹市） 

・第６次青梅市総合長期計画（青梅市） 

・狛江市環境基本計画 （狛江市） 

・環境とみどりの基本計画、実行計画区域施策編・事務事業編（羽村市） 

【計画への位置づけを予定している計画（回答に記載れた名称）】 

・長期総合計画 （台東区） 

・練馬区環境基本計画 2011 （練馬区） 

【計画への位置づけを検討中である計画（回答に記載された名称）】 

・環境基本計画（台東区） 

・豊島区都市計画マスタープラン（豊島区） 

・荒川区低炭素地域づくり計画（荒川区） 

・第四期武蔵野市環境基本計画（武蔵野市） 

・八丈町基本構想（八丈町） 

考察】 

・ 「すでに計画に位置づけている。」といった回答が経年増加している。 

・ 計画への位置づけは、環境基本計画や地球温暖化対策実行計画などの環境系の計画が多い。 
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表 7 設問③に対する年度別のアンケート結果 

東京 62 市区町村 

 
【考察】 

・ エリアにおけるエネルギーの自立化が経年で増加している。 

・ 上記以外の項目は経年で大きな変化はない。 

 

特別区 

 

【考察】 

・エリアにおけるエネルギーの自立化が経年で増加している。 

・産業の振興が経年で減少している。 
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多摩地域 

 

【考察】 

・エリアにおけるエネルギーの自立化が経年で大きく増加している。 

 

 

島しょ地域 

 

【考察】 

・特別区とは逆の傾向で、エリアにおけるエネルギーの自立化が経年で減少し、産業の振興が経年で

増加している。 

・観光活性化、産業の振興、農林水産業の活性化など、スマートコミュニティ導入による二次的効果に

期待していることが分かる。 
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【考察】 

・ 経年で回答数が増えており、スマートコミュニティによる課題解決がイメージできている。 

・ 特別区、多摩地域ではエリアにおけるエネルギーの自立化が増加しているのに対し、島しょ地

域では減少している。 

・ 「コミュニティ活性化」、「観光の活性化」、「産業の振興」、「農林水産業の活性化」、「医療サー

ビスの高効率化」などのスマートコミュニティ導入による二次的効果に対する期待は、経年で

変わらない期待感がある。 

・ その他の回答として、「地域における温暖化対策の充実」があった。 

 



13 
 

 

表 8 設問④に対する年度別のアンケート結果 

東京 62 市区町村 

 

【その他での回答内容（回答に記載された内容）】 

・国・都との関係 

・基礎自治体の具体的役割のイメージが掴めないこと 

・利害関係者間の調整 

・民間企業や大学との事業連携・調整 

・地域の理解醸成 

・エネルギー源の確保（石油燃料以外のもので島内で自給可能なエネルギー源の確保） 

・超遠隔離島といった地理的特殊性、小規模なエネルギー需要、再エネ導入量の制限 

【考察】 

・ 平成 26 年度には、「知識・経験の不足」が減少しているのに対し、「庁内調整」が増加してい

ることから、スマートコミュニティの周知が進み、具体的な話になってきた時の障害が出始め

ていることが伺える。 

・ その他回答より、庁内に限らず国や都、利害関係者との調整も障害に挙がっている。 

 

 



14 
 

 

表 9 設問⑤に対する年度別のアンケート結果 

東京 62 市区町村 

 

【その他での回答内容（回答に記載された内容）】 

 ・小規模離島独自の課題整理等 

【考察】 

・ 経年で事例や製品に関する情報提供が減少傾向にある。 

・ 平成 26 年度では「導入のためのガイドラインの提供」が増加し、「当該自治体の再生可能エネ

ルギーの既存量」が減少している。 

 

 

2.3 まとめ 

本年度のアンケート調査の結果を以下に示す。 

 

・ 東京 62 市区町村におけるスマートコミュニティの認知度は上がっている。 

・ スマートコミュニティに対して具体的なイメージを持った自治体が増えている。 

・ スマートコミュニティの具体的な導入事例は周知されており、視察経験も増えている。 

・ スマートコミュニティ導入に向けた施策を計画等に位置付けている自治体が増えている。 

・ スマートコミュニティによる地域の課題解決に対して、特別区及び多摩地域はエネルギーの

自立化を期待しており、一方島しょ地域は観光、産業、農業の活性化を期待している。 

・ 本研究に対して、行政の動向や補助金制度の情報提供、ガイドラインの提供等を求めている。 

 

以上 


